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令和３年度支部保険者機能
強化予算の実施結果
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令和３年度支部保険者機能強化予算の実施結果

執行率は64.3% , KPIの達成に寄与する等、一定の効果があった

執行率主な取組 予算額 執行額

医
療
費
適
正
化
等
予
算

・ 若年層を対象としたジェネリック医薬品の使用促進

・ 運動・睡眠習慣の改善に向けた地域偏在の周知

・ オンライン資格確認(薬剤情報の閲覧の仕組み等)の周知

11,507千円

（11,481千円）

10,791千円

（10,483千円）

93.8%

（91.3%）

保
健
事
業
予
算

・ 特定健診に係る集団健診

・ 未治療者への受診勧奨

・ 特定保健指導の遠隔分割面談

・ とやま健康企業宣言に係る普及啓発

44,527千円

（44,590千円）

25,265千円

（25,273千円）

56.7%

（56.7%）

56,034千円

（56,071千円）

36,056千円

（35,755千円）

64.3%

（63.8%）

※ 括弧内は前年度
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● ５～９歳を扶養し、県内に住所を有する被保険者14,522人に対して、令和３年10月下旬にリーフ

レット、ジェネリック医薬品希望シールを送付。

● 介入群が含まれる年齢階級は、他の年齢階級よりもジェネリック医薬品使用割合の伸び幅が大きく

なると仮定し、効果検証を実施。具体的には、月

別年齢階級別ジェネリック医薬品使用割合におい

て、介入前後（10月→11月）の推移を確認。また、

参考として全国の同年齢階級の推移も確認。

● 介入群が含まれる富山支部の年齢階級（５～９

歳）は0.4％ポイント増となったが、富山全体と

同じ伸び幅に留まり、全国の同年齢階級は1.0％

ポイント増であった。

80.8%
81.2%

75.2%

75.6%

80.1% 80.4%

76.8%

77.8%

72.0%

74.0%

76.0%

78.0%

80.0%

82.0%

R02.10 R02.11 R02.12 R03.01 R03.02 R03.03 R03.04 R03.05 R03.06 R03.07 R03.08 R03.09 R03.10 R03.11

年齢階級別使用割合の月別推移

全体（富山） 5～9歳（富山） 全体（全国） 5～9歳（全国）

実施結果① 若年層を対象としたジェネリック医薬品の使用促進

● ジェネリック医薬品使用割合が低い若年層を扶養している被保険者に対して、リーフレット、地域

版ジェネリック医薬品希望シールを送付。

867千円 ( 1,870千円 )

事業概要

実施結果

費用 (予算額)

※ 医科、DPC、歯科、調剤レセプトを対象に集計。DPCについてはコーディングデータを集計対象とする。
※ 使用割合は数量ベースにて算出（後発品数量 ÷（後発のある先発品数量＋後発品数量））。
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実施結果① 若年層を対象としたジェネリック医薬品の使用促進

● 若年層が親しみやすいシールとするため、ホログラム仕様や富山県をイメージしたデザイン、キャ

ラクター等を採用。

● こども医療費助成制度の影響等によって若年層のジェネリック医薬品使用割合は低くなる傾向にあ

り、令和４年度も引き続き使用促進に向けた取組を進める。

実施結果
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● 県との共同分析により、県全体の健診受診者の約７割（約18万人）のデータによる分析を実施した

結果、運動・睡眠習慣要改善者の県西部への偏りを確認し、分析結果のニュースリリースを実施。

実施結果② 運動・睡眠習慣の改善に向けた地域偏在の周知

● 富山支部加入者の運動習慣が全国ワースト３位、睡眠習慣が全国ワースト１位であることを踏まえ、

県との共同分析（国保データとの突合）を実施し、市町村別、性別、年齢階級別等の偏りを確認。そ

の上で、生活習慣の改善による医療費適正化を目的に、ＷＥＢ広告等による分析結果の周知を実施。

3,500千円 ( 3,630千円 )

事業概要

実施結果

費用 (予算額)

🔲 有意に多い 🔲 有意に少ない

χ²検定 （p<.01）

＜睡眠習慣要改善者＞＜運動習慣要改善者＞
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実施結果② 運動・睡眠習慣の改善に向けた地域偏在の周知

● 睡眠・運動不足の改善に繋がる情報や分析結果等に係る特設ページを作成。要改善者が多い県西部

を優先しつつ、県内一体にバナー広告やYouTubeの動画広告を実施し、合計25,000人が特設ページを

閲覧。

● 特設ページ上でアンケートを実施し、意識変容を確認（睡眠不足者731人中689人、運動不足者877

人中832人に意識の変化が見られた）。

● 令和４年度は睡眠習慣に係る加入者調査を実施し、その結果とともに更なる周知を図る。

実施結果
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実施結果③ オンライン資格確認(薬剤情報の閲覧の仕組み等)の周知

● 薬剤情報等の共有によって過不足なく医療を受けられることやオンライン資格確認等システムの拡

張による電子処方箋の導入等、データヘルス改革によって享受できる様々なメリットの周知を図ると

ともに、マイナンバーカードの取得や保険証登録の促進、社会保障制度に係る将来の見通しや国民に

求められる行動等を併せて周知するため、下記の３テーマを基に鼎談を実施。

① データヘルス改革に伴う薬剤情報の閲覧・電子処方箋などの仕

組みの普及による患者のメリットや医療費適正化への影響

② マイナンバーカードやオンライン資格確認の普及状況や国民の

メリット

③ 社会保障制度や薬局・薬剤師の展望、国民に求められる姿勢

● 令和４年２月に、北日本新聞、讀賣新聞、富山新聞の

３紙に記事広告を掲載。加入者の理解を深める取組を続

けることが重要であり、周知の在り方について引き続き

検討を進める。

● 令和３年10月より、医療機関において薬剤情報等の閲覧が可能となることを踏まえ、中村和之氏

（富山大学副学長）、西尾公秀氏（富山県薬剤師会長）との鼎談を行い、医療費適正化や社会保障制

度の持続可能性の観点からデータヘルス改革を紹介する記事を作成し、新聞広告を実施。

4,849千円 ( 4,400千円 )

事業概要

実施結果

費用 (予算額)
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実施結果③ オンライン資格確認(薬剤情報の閲覧の仕組み等)の周知
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実施結果③ オンライン資格確認(薬剤情報の閲覧の仕組み等)の周知
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実施結果④ 特定健診に係る集団健診

● 市町村及び健診機関と連携し、協会主催の集団健診を46会場（前年度43会場）、市町村主催の集団

健診を32会場（前年度21会場）設定。うち52会場は、がん検診との同時実施を設定。

● 市町村及び健診機関と連携し、被扶養者向けに特定健診とがん検診の同時実施会場を設けるなど

受診しやすい環境を整備し、富山県の各市町村内で集団健診を実施する。

5,537千円 ( 8,514千円 )

事業概要

実施結果

費用 (予算額)

※()：がん同時実施回数 ※単位：回

協会主催 市主催 合計 協会主催 市主催 合計

富山市 富山市 18（0） 0 18（0） 22（7） 4（0） 26（7）

上市町 1（1） 0 1（1） 1（1） 1（1） 2（2）

舟橋村 0 1（1） 1（1） 0 1（1） 1（1）

立山町 1（1） 0 1（1） 1（1） 2（2） 3（3）

黒部市 0 6（6） 6（6） 0 4（4） 4（4）

滑川市 0 6（6） 6（6） 0 2（2） 2（2）

魚津市 2（2） 4（4） 6（6） 0 4（4） 4（4）

入善町 0 4（4） 4（4） 0 6（6） 6（6）

朝日町 0 0 0 0 1（1） 1（1）

高岡市 6（4） 0 6（4） 7（5） 0 7（5）

射水市 5（2） 0 5（2） 3（2） 1（0） 4（2）

氷見市 4（3） 0 4（3） 5（5） 7（7） 12（12）

砺波市 3（0） 0 3（0） 3（0） 0 3（0）

南砺市 2（1） 0 2（1） 2（1） 0 2（1）

小矢部市 1（1） 0 1（1） 2（2） 0 2（2）

43（15） 21（21） 64（36） 46（24） 32（28） 79（52）合　　　計

地

域
市町村名

R2年度 R3年度

県

東

部

県

西

部



11

実施結果④ 特定健診に係る集団健診

実施結果

令和３年度集団健診ご案内（イメージ）

集団健診での受診者数（協会主催）

Ｒ２ Ｒ３

1,816人 2,199人
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実施結果⑤ 未治療者への受診勧奨

● 令和３年度における勧奨後の医療機関の受診率は15.0％（全国２位）となっている。

● 健診結果（血圧値または血糖値）で「要治療」と判定されながら医療機関を受診していない方への

受診勧奨を毎月実施する。

※ 受診勧奨の対象は、生活習慣病予防健診受診者で、健診受診前月および受診後３カ月以内（受診月含）に医療機関の受診がない者。

715千円 ( 2,699千円 )

事業概要

実施結果

費用 (予算額)

勧奨スケジュール（４月健診受診者の場合）

10.3%

9.0%

13.1%

15.8%
15.0%

9.8% 9.5%
10.5% 10.1% 10.5%

7.0%

10.0%

13.0%

16.0%

H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

受診率 全国平均（率）

受診勧奨後３カ月以内に医療機関を受診した者の割合
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実施結果⑤ 未治療者への受診勧奨

● 令和３年度においても、同封リーフレットを富山県医師会との連名にするなど内容を工夫し、また

文書勧奨後には、協会保健師から事業所経由での電話勧奨も実施した。

● 平成30年度以降、受診率は増加傾向にあるが、一方で８割を超える方に勧奨したにも関わらず受診

につながっていない。令和４年度も引き続き更なる受診率向上を目指す。

実施結果

リーフレット送付文書



14

実施結果⑥ 特定保健指導の遠隔分割面談（R２パイロット事業の継続実施）

● 遠隔分割面談委託機関２機関、作業委託健診機関７機関と契約締結。

３年度は大幅に事業拡大し、４９事業所（108会場）において４２０名に初回分割面談を実施した。
※ Ｒ２年度 15事業所（36会場）120名実施

● 検診車による健診を実施する際に、健診当日の特定保健指導を効率的に実施するため、遠隔面談を

行う機器を会場に設置するとともに、特定保健指導専門機関による遠隔の初回分割面談を行う。

遠隔面談機器の設置や対象者の面談場所への案内等の作業は健診機関に依頼するため、その作業費

を協会が委託費として支払う。
1,990千円 ( 1,440千円 )

事業概要

実施結果

費用 (予算額)

実施イメージ 業務委託内容

※ 他の残余予算から補填し活用
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実施結果⑥ 特定保健指導の遠隔分割面談（R２パイロット事業の継続実施）

● 実施した事業所のアンケート結果によると、事業所及び分割実施者の満足度は高かった。

● 特定保健指導実施率向上への効果が高く、事業所のニーズも高いことから更に拡大して実施。

また、健診機関での遠隔分割面談の実施、協会での全国展開も併せて推進。

実施結果

１.特定保健指導受診率向上のため 5

２.従業員の健康保持増進のため 7

３.協会けんぽからの紹介があったから 9

４.健診スタッフからの紹介があったから 1

５.テレビ電話に興味があったから 2

６.その他 0

１.従業員への福利厚生向上（健康保持増進） 6

２.特定保健指導実施率向上 7

３.健康経営の取り組み向上 6

４.健診後の保健指導日程調整者が減った 2

５.従業員へ特定保健指導を誘導しやすくなった 10

６.テレビ電話の利用機会が増えた 0

７.その他 1

１.とても満足 3

２.満足 8

３.あまり満足していない 0

４.ほぼ満足できず 0

テレビ電話での特定保
健指導を受けた理由
（複数回答可）

実施して良かったこと
（複数回答可）

テレビ電話特定保健
指導の満足度

事業所アンケート結果 分割実施者アンケート結果

１.事業所担当者からの

誘導があったから

37%

２.健診スタッフからの

誘導があったから

51%

３.診察医師からの誘導が

あったから

10%

５.その他

2%

テレビ電話での特定保健指導を受けた理由

１.話しやすい

84%

２.話しにくい

8%

３.その他

8%

テレビ電話の感想

１.とても満足

15%

２.満足

78%

３.あまり満足していない

6%

４.ほぼ満足できず

1%

テレビ電話の満足度
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実施結果⑦ とやま健康企業宣言に係る普及啓発

● 令和３年度末で宣言事業所数は６４８社（KPI600社）となり、大規模事業所を中心に着実に増加。

● 富山県、健康保険組合連合会富山連合会とともに「健康企業宣言推進協議会」を設置し、事業所に

おける従業員の健康に配慮した経営や健康づくりを促進。支部職員等による事業所に対する取組支援

に加え、メディアの活用等により、事業所主体の健康づくりの普及啓発を実施。

5,239千円 ( 5,489千円 )

事業概要

実施結果

費用 (予算額)

16 27 28 41 41
91

157

273

375

502

648

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

健保組合 協会けんぽ

（R4.3.31現在）

Step1認定
35社

宣言事業所数の推移

※宣言・認定事業所数は累計（合併・全喪等反映）

Step1認定
4社

Step2認定
2社

Step1認定
98社

Step2認定
9社

Step1認定
170社

Step2認定
38社

Step1認定
316社

Step2認定
28社

Step1認定
238社

72,602

183,302

被保険者カバー率（協会けんぽのみ）

宣言
未宣言

28.5％

65,919

74,893

被保険者カバー率（50人以上事業所）

宣言
未宣言

46.8％
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実施結果⑦ とやま健康企業宣言に係る普及啓発

● 宣言事業所は、認定を目指すことで特定健診・特定保健指導等の実績が向上（認定制度が健康企業

宣言の質の確保に寄与）。

実施結果

78.3%

91.1%
95.8%

未宣言 宣言 認定

特定健診実施率（R01）

19.7%
28.8%

44.6%

未宣言 宣言 認定

特定保健指導（終了者）実施率（R01）

80.8%
86.1%

宣言前 宣言後

特定健診実施率

～ R01宣言事業所における宣言前（H30）との比較 ～

【POINT】
元々実績が良い事業所が
宣言しているのではなく、
宣言後に実績が向上

22.0%
29.6%

宣言前 宣言後

特定保健指導（終了者）実施率

～ R01宣言事業所における宣言前（H30）との比較 ～

【POINT】
元々実績が良い事業所が
宣言しているのではなく、
宣言後に実績が向上
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実施結果⑦ とやま健康企業宣言に係る普及啓発

● 令和３年度は、ラジオ番組において宣言事業所を紹介するコーナーを設け、従業員の健康づくりに

取り組む宣言事業所の事例を紹介（２４社出演）。加えて、県内大学等のキャリアセンターにおける

宣言事業所一覧の掲載や、就職活動時期を捉えた県内主要紙（全面広告）への宣言事業所一覧の掲載

等、宣言事業所のリクルート活動におけるメリット向上を図った。

● なお、新型コロナウィルス感染症の流行を踏まえ、健康企業宣言推進協議会において例年実施して

いるシンポジウムの開催は中止となった。

● 令和４年度事業計画ＫＰＩ（740社）や、富山県総合計画（H30-R08）における宣言事業所数（令和

８年度700社）の達成に向けて、富山県や健康保険組合連合会富山連合会、商工団体、民間企業等と

の連携により、引き続き宣言事業所の拡大を図る。

実施結果

ラジオ番組 キャリアセンター 新聞 リーフレット


